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1. はじめに 
 

近年，リスキリング（学び直し）の一環として，いつ

でも，どこでも，だれでも学べるオンラインによる職業

教育動画教材（以下「動画教材」という.）が求められて

いる[1] [2]．第 11 次職業能力開発基本計画案（R3～R7）[3]

においても，IT 利活用等の企業横断的に求められる基礎

的内容を中心とする動画の制作，公開が盛り込まれた．

このような状況の中，広く活用される動画教材の品質を

保証し，学習効果を最大化するため，動画教材を制作す

るプロセス（過程）において，動画教材の妥当性の検証

が求められる． 
本稿では大きく 2 つのプロセスを経て妥当性の検証を

行う．第 1 に，動画教材を利活用する受講者の反応につ

いて，事前に確認し，動画教材の適切性および妥当性を

調べるプロセスである．第 2 に，動画教材を試行運用し，

インターネット広告（以下，「広告」という．）を通じて

配信し，受講者の反応を検証するプロセスである．[4] [5] 
本取り組みでは，動画教材の制作プロセスにおいて，

教材の適切性および妥当性を事前に評価することを目的

として，アンケート調査を実施した．その後,制作した動

画教材の妥当性をより多角的に検証するため，オンライ

ンによる動画教材配信の広告を通じて行った[6]．広告の

クリック数，表示回数，クリック率などを測定すること

で，動画教材の配信するプラットフォームへのアクセス

状況や受講者の属性を分析し，広告の改善点やターゲッ

ト層への適合性などを考察する． 
 
2. 動画教材の制作 
 
2.1. 制作の方針 

デジタル技術を活用した職業能力開発を促進すること

を目的として，動画教材を制作する．制作するにあたっ

ては，以下の 4 つの方針を定めた． 
第 1 に，「いつでも，どこでも，だれでも」の観点から

短編（5～10 分程度）の動画教材をオンラインにより無

料で配信する．第 2 に，Society5.0 におけるデジタル技術

を活用した「仕事の仕方や方法」を学べる内容とする．

第 3 に，動画教材で学んだ内容を更に深化させられるよ

うデジタル技術に対応した「公共職業訓練」や「生産性

向上支援訓練」等へ橋渡しするめの工夫を施す．第 4 に，

DX 動画教材としての位置づけとし，①Society5.0 の実現

に対応したデジタル技術を活用したものづくりの動画教

材，②生産性向上支援訓練に関する動画教材，③ｅ-ラー

ニング教材等を利活用した動画教材として，３つのカテ

ゴリーに区分した DX 動画教材を制作する． 

 

2.2. 動画教材の種類 
 制作した動画教材の種類は大きく 3つある． 

第１に，Society5.0 の実現に対応したデジタル技術を

活用したものづくりの動画教材である．具体的には，①

DX の加速化とデジタル技術の必要性，②センシングによ

る予知保全，③画像処理による品質検査の均質化，④セ

ンシングによる生産工程の効率化，⑤工場間ネットワー

ク環境の整備（デジタル化に向けたインフラ整備），⑥問

題の分析，発見，抽出，⑦工程の改善・じならし，⑧工

程の設計，⑨安全，⑩必要となる項目（導入の際に必要

なもの，具体的な導入段階），以上 10 本の動画教材を制

作した．第 2 に，生産性向上支援訓練に関する動画教材

である．具体的には，①ものづくりの仕事の流れ，②も

のづくりの基本用語，③ものづくりに関する業務改善，

④生産活動の基本，⑤生産現場の問題，⑥生産現場の改

善，⑦企業経営の基本，⑧現場力向上と私たちの責務，

⑨フォロワーシップ，⑩業務を改善する目的と成果，⑪

業務改善手法，以上11本の動画教材を制作した．第3に，

ｅ-ラーニング教材等を利活用した動画教材である．具体

的には①ノギスを使いこなす！，②マイクロメータを使

いこなす！～外側編～，③マイクロメータを使いこな

す！～内側編～，④マイクロメータを使いこなす！～デ

プス（深さ）編～，⑤ダイヤルゲージを使いこなす！,⑥

シリンダゲージを使いこなす！,⑦旋盤技術のスキルア

ップ講座！，⑧三角関数から学ぶ超音波探傷の基礎講座，

以上 8本の動画教材を制作した． 

このようにトータル 29 本の動画教材を制作した． 
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表 1 訓練コースおよび人数 

 

なお各動画教材の時間はおおよそ 10 分程度である． 
 

3. 動画教材の妥当性の確認と検証 
 

本調査では，Society5.0 対応デジタルものづくり動画教

材の妥当性を検証するため，アンケート調査を実施した．

本章では，アンケート調査の概要と結果を報告する． 
 

3.1. 調査概要と方法 
動画教材は，Society5.0 の実現に対応したものづくりの

「導入事例版」を取り上げる．「導入事例版」は，①DX
の加速化とデジタル技術の必要性，②センシングによる

予知保全，③画像処理による品質検査の均質化，④セン

シングによる生産工程の効率化，⑤工場間ネットワーク

環境の整備（デジタル化に向けたインフラ整備），以上の

5 つの章で構成される．調査方法は，必ずしも計画的，意

図的ではなく，この導入事例版の制作過程の段階におい

て，主に業務の中で得たデータ[7]を軸として，限定した事

項についてアンケート調査を実施した．訓練コースおよ

び人数等の概要は，表 1 のとおりである． 
機械系として，CAD メカニカルデザイン科（14 名），

電子系として，組込み IoT 技術科（14 名），組込みものづ

くり科（15 名），ICT エンジニア科（2 名），電気系とし

て，電気設備技術科（23 名），ものづくりロボット技術科

（22 名），視覚センサによる産業用ロボット制御技術科

（10 名），以上，3 つの訓練系，7 つの訓練コース，合計

100 名の受講生にアンケート調査を実施した．調査実施

期間は 2022 年 11 月に，原則，リスキングの一環として

５章から構成される DX 動画教材を利活用した．アンケ

ート調査の主な質問項目は，①実際の現場をイメージし

やすい動画であったか，② 5 章から構成される導入事例

版は参考になったか，③特に参考になった動画教材はど

れか（複数回答可），④自由記入欄とした．なお，各動画

教材の時間は，おおよそ 10 分程度となっている． 
 
3.2. 調査結果 
3.2.1. 現場をイメージしやすい DX 動画教材 
図１に，ものづくりの現場をイメージしやすい DX 動

画教材であったかどうかについての回答を示す． 
 とてもイメージしやすいが 24％，ややイメージしやす

いが 45％，これらを合計すると 69％の回答となった．少

し詳細に見てみると，60代以上の10名は，それぞれ40％， 

 

 

50％の計90％の回答となった．また，女性12名は，33％，

50％，計 83％の回答となった．このように，粗方ものづ

くりの現場をイメージしやすい動画教材であったことが

わかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 現場イメージ度 

 

3.2.2. 動画教材は参考になったか 
図 2 に，この動画教材は参考になったかどうかについ

ての回答を示す．大変参考になったが 15％，やや参考に

なったが 46％，これらを合計すると 61％の回答となっ

た．少し詳細に見てみると，20 代の 22 名は，それぞれ

14％，55％の計 69％，60 代の 10 名は，それぞれ 20％，

40％の計 60％の回答となった．また，女性 12 名は，33％，

50％，計 83％の回答となった．このように，おおかた導

入事例版の DX 動画教材は参考になったことがわかる． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 動画教材の参考度 

 

3.2.3. 参考になった動画教材はどれか（複数回答可） 
デジタル技術を活用した職業能力開発を導入すること

を目的として，5 つの章で構成されている Society5.0 対応

デジタルものづくり動画教材のうち特に受講している訓

練コースを学ぶ上で，参考になった動画教材の状況は，

どうであったであろうか．表 2 に，特に参考になった動

画教材の回答結果を示す． 
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えられる． 
プロジェクト学習において，受講者同士のコミュニケ

ーションをオンライン会議システム等のオンライン中心

の授業形態に移行する教育実践が行われている[10]．プロ

ジェクト学習をオンライン中心の授業形態にすること

で，異なる場所にいる学生同士が協力しやすくなったり，

民間企業や NPO など従来授業に関わっていなかった人

と繋がったりすることで多様な成果物の創造に繋がる可

能性がある．一方で，全ての授業において対面でのコミ

ュニケーションを行うプロジェクト学習に比べるとオン

ラインを中心にしたプロジェクト学習では，受講者同士

の関係性が上手く構築されず，リーダーシップ開発が行

われない可能性がある． 
これまで，プロジェクト学習における対面授業とオン

デマンド授業を比較する研究[11]では，対面授業の比較対

象になるオンデマンド授業は授業前半となる一部をオン

ライン化しているが，全ての授業回をオンライン化して

いない． 
授業全体を通じてプロジェクト学習をオンライン化し

た教育実践と全ての授業回を対面で行う教育実践との教

育効果を比較し，オンライン中心の授業形態における課

題と能力習得の傾向を示すことで，プロジェクト学習の

授業デザインを拡張していくことの指針を提示すること

ができる． 
 

1.2. 本研究の授業形態と目的 

本研究のプロジェクト学習におけるオンライン学習の

形態を解説する．オンライン学習を進めるうえで，Web
会議システムと学習支援システムを取り入れた．Web 会

議システムは，インターネット環境を通じて遠隔地点に

いる相手とコミュニケーションを取れるシステムであ

り，本研究では授業が開講される時間帯に全ての受講者

は Web 会議システムにログインし，教員からの講義やグ

ループディスカッションなどを行った．また，プロジェ

クト学習の学習を支援するシステムとして，マイクロソ

フト社が提供している Teams（以下学習支援システム）

を利用し，プロジェクト学習の提出物の管理，授業に関

する情報提供，授業時間外のグループ活動をインターネ

ット上で実施した．本研究では，これらのシステムを利

用して 2 つの授業形態を構築した．全ての授業において

Web 会議システムと学習支援システムを取り入れる形態

（以下オンライン中心）である．オンライン中心の授業

形態では，教員と学習者，学習者同士が対面で合うこと

はなく，全てインターネット上で授業を実施する．もう

一つは，対面授業で参加し学習支援システムを取り入れ

る形態（以下対面中心）である．対面中心の授業形態で

は，教員と学習者，学習者同士が授業時に同じ教室に集

まり，授業時間内外で学習支援システムを利用する． 
本研究では，オンライン中心と対面中心のプロジェク

ト学習を実践したうえで，受講者からのインタビューか

らオンライン中心のプロジェクト学習における教育実践

上の課題を示し，授業の学習目標として掲げられている

リーダーシップ開発の評価についてオンライン中心と対

面中心を比較検討することを目的とする． 
  

2. 授業概要 
 
授業は都内の大学で開講され 1 年次から 4 年次の学生

が受講する選択科目「サービスラーニング」という科目

であり 2020 年〜2022 年の授業を対象とする．本授業で

は，地域に開かれた盆踊りを大学のキャンパス内で開催

するために類似する事例を調査し，イベントを開催する

ための広報手段，イベントの企画について理解を深める．

その後，盆踊りの準備・運営に関するグループに分かれ，

盆踊り開催に向けての準備を進める．盆踊り終了後には

グループごとに報告書を作成し，外部の参加者を交えて

報告会を開催する． 
本教育実践では到達目標の一部にプロジェクトを推進

していくためのリーダーシップ開発を行う．リーダーシ

ップ開発につながる授業内容としては，授業の第２回目

にリーダーシップの理論について講義を行い，盆踊り終

了後の第 13 回目の授業において盆踊りの準備・実施とい

った学習活動を踏まえて，自身のリーダーシップ開発の

状況を振り返るためにワークやディスカッションを取り

入れている． 
2020 年のオンライン中心の教育実践においては，第 1

回目の緊急事態宣言が発令され，例年対面でのイベント

を企画し実践する授業活動であったがオンラインを中心

とする授業形態に変更する必要が生じたことにより授業

を実施することになった． 
 表 1 に本研究の対象となるプロジェクト学習の形態と

授業の活動の違いと受講者数を記した．オンライン中心

の形態は 2020 年であり，全ての授業回において Web 会

議システムを取り入れ授業を実施授業時間外活動につい

ても Web 会議と学習支援システムを活用した．対面中

心の授業は 2021 年〜2022 年であり，全ての授業回にお

いて対面で授業を実施した．授業時間外活動については

対面での打ち合わせと情報共有の管理する学習支援シス

テムを活用した．本授業においては成果物として地域に

開かれた盆踊り（写真 1）を実施することになっている

が，2020 年は緊急事態宣言発令中のため Web 会議シス

テムを利用したオンライン盆踊りのイベントを実施した

（写真 2）． 
 
3. 調査概要  

 
3.1. 受講者修了者を対象にしたインタビュー 

 オンライン中心のプロジェクト学習と対面中心のプ

ロジェクト学習を比較し，オンライン中心のプロジェク

ト学習における教育実践上の課題を明らかにする．表 1
の授業に履修者や SA（スチューデント・アシスタン

ト）として関わった人物に対してインタビュー調査を実

施した．対象者は教育実践を実施した A 大学の修士課

程に在籍する B 氏である． 

ｰ 22 ｰ
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図 2 に，この動画教材は参考になったかどうかについ

ての回答を示す．大変参考になったが 15％，やや参考に

なったが 46％，これらを合計すると 61％の回答となっ

た．少し詳細に見てみると，20 代の 22 名は，それぞれ

14％，55％の計 69％，60 代の 10 名は，それぞれ 20％，

40％の計 60％の回答となった．また，女性 12 名は，33％，

50％，計 83％の回答となった．このように，おおかた導

入事例版の DX 動画教材は参考になったことがわかる． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 動画教材の参考度 

 

3.2.3. 参考になった動画教材はどれか（複数回答可） 
デジタル技術を活用した職業能力開発を導入すること

を目的として，5 つの章で構成されている Society5.0 対応

デジタルものづくり動画教材のうち特に受講している訓

練コースを学ぶ上で，参考になった動画教材の状況は，

どうであったであろうか．表 2 に，特に参考になった動

画教材の回答結果を示す． 
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リリーーダダーーシシッッププ開開発発のの評評価価  

Evaluation of Leadership Development in Project-Based Learning with an 
Online-Centered Classroom 

 

上田 勇仁 
Hayato Ueda 

 

 

The purpose of this study is to demonstrate the challenges of online-centered class format in Project-Based Learning 
and to evaluate the acquisition of leadership-related competencies. We implemented both online-centered and face-
to-face project-based learning. The study consisted of interviews with the participant of these educational practices 
and a questionnaire survey before and after the classes were taken. As a result, the interview survey revealed that the 
online-centered class format had some issues, such as difficulty in grasping the progress of assignments when 
communication with other students was interrupted, compared to the face-to-face class format. In addition, it was 
shown that the relationships among students established in other face-to-face classes contributed to group activities. 
The results of the questionnaire survey showed that students tended to acquire leadership skills regardless of the class 
format, and that they tended to acquire the same level of leadership skills in the online-centered class format as in the 
face-to-face- format. 
Keywords: Leadership Development, Project-Based Learning, Online Learning, Service Learning 

 

 

1. はじめに 
 

1.1. 背景 

高等教育機関においてリーダーシップなどの社会人と

して働くことを前提とした能力開発が普及している．リ

ーダーシップとは「職場やチームの目標を達成するため

に他のメンバーに及ぼす影響力」のことであり[1]，リーダ

ーシップ開発とは，職場やチームの目標を達成に繋がる

能力を獲得するプロセスと捉えることができる．企業が

リーダーシップ開発といった仕事に直接繋がる能力の必

要性を訴え始めた背景には，若手社員の早期戦力化があ

る．労働力人口の減少や事業スピードの高速化に伴い，

若手社員を長期的に育てる余裕が失われ始めている[2]，

このような傾向を踏まえて，経済産業省は社会人基礎力
[3]といった大学を卒業した時点で求められる能力観を提

示し，大学などの教育機関にカリキュラムを通じてチー

ムで働く力といった集団で働くうえで必要な能力として

取り上げている．厚生労働省が所管する職業能力開発総

合大学校総合課程の教育方針にも「ものづくり現場のリ

ーダーとなる能力」が必要だと記述されている[4]．ものづ

くりのスペシャリストになるだけでなく，チームのなか

でリーダーシップを発揮しながら生産現場全体を見渡せ

る人材を育成していくことを教育方針として示されてお

り，職業訓練指導員だけでなくものづくり現場で活躍す

るための能力開発に寄与するカリキュラム設計が行われ

ている． 
リーダーシップ開発に繋がる教育手法としてプロジェ

クト学習の手法がある．プロジェクト学習とは「実世界

に関する解決すべき複雑な問題や問い，仮説を，プロジ

ェクトとして解決・検証していく学習のことである．学

生の自己主導型の学習デザイン，教師のファシリテーシ

ョンのもと，問題や問い，仮説などの立て方，問題解決

に関する思考や協働学習等の能力や態度を身につける．」
[5]とされており，実世界に関する課題解決に繋がるプロ

ジェクトをチームで遂行する手法である．これまで，プ

ロジェクト学習は成果物の創造を通じて，「他者との協

働」「自律性」「社会的態度」「リテラシー」「ICT 利活用」

のスキル習得に繋がると報告されている[6]が， リーダー

シップ開発を目的にしたプロジェクト学習の教育実践も

複数報告されており[7] [8]，これらの関連する取り組みは

体系的に整理されている[9]．リーダーシップ開発を目的

にしたプロジェクト学習においては，グループ内におけ

るコミュニケーションや意思決定といった成果物の創造

に向けた学習活動がリーダーシップ開発につながる行動

と一致しており，プロジェクト学習における学習活動に

よって受講者のリーダーシップ開発に寄与していると考

論文 
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 第 1 章「DX の加速化とデジタル技術の必要性」が 52
件，第 5 章「工場間ネットワーク環境の整備」が 28 件，

第 3 章「画像処理による品質検査の均質化」が 27 件，第

4 章「センシングによる生産工程の効率化」が 17 件，第

2 章「センシングによる予知保全」が 11 件と続く．少し

詳細に電子系の訓練タイプで見てみたい．図 3 に，系別

にその回答結果を示す．第 4 章が 12 件，第 1 章が 11 件，

第 3 章が 10 件と続く．同様に機械系では，第 5 章が 6
件，第 1 章と第 3 章が 5 件と続き，電気系では第 1 章が

36 件，第 5 章が 15 件，第 3 章が 12 件，第 4 章が 3 件，

第 2 章が 2 件となった． 
 

図 3 系別に参考となった動画教材一覧 

 

 これらの調査結果を見ると，第 1 章は，デジタル技術

を活用した職業能力開発を促進することを目的として，

おおかた参考となった動画教材であったことがわかる．

一方，訓練コースを学ぶ上で，参考になる動画教材が多

少違うこともわかった． 
 
3.2.4. 自由記入欄について 

Society5.0 対応デジタルものづくり動画教材の受講者

の理解度やデジタル技術として取り上げる関連技術要因

などを分析する目的として，アンケート調査に係る自由

記述欄の「テキストマイニング」分析を行った．図４は，

動画教材に対しての意見や感想についての自由記述欄を

共起ネットワーク図で表現したものである．キーワード

として，動画，内容，わかる，思う，感じる，説明，導

入の語が多く出現し，理解度が高まっていることがわか

る．一方で，①動画，内容，わかる，企業，目的の関 

 

 

 

係づけ，②ロボット，取り組み，思う，導入，DX，進む，

必要，感じる，説明，印象，の関係づけ，③職業，教育，

教材，デジタル，広報の関係づけ，④人，工場，効率，

理解，働く，感じる，の関係づけ，⑤技術，学習，良い，

事例，知る，具体，AI の関係づけ，⑥画像，現場，イメ

ージ，多い，難しいなど，以上，大きく６つの紐づけら

れるデジタル技術の関係づけを取り上げることができる． 
 

  

3.3. 考察 
以上のアンケート調査結果による確認，検証について

整理すると，以下のような考察ができる． 
(1) Society5.0 対応デジタルものづくり動画教材の妥当

性を「現場のイメージ度」並びに，受講している訓

練コースを学ぶ上で，「参考になった動画教材一覧」

の状況から見てみると，結果として，Society5.0 対

応デジタルものづくり動画教材は，性別・年齢や訓

練コースに関わらず，だれでも，リスキリングの一

環として利活用することができたこと． 
(2) とりわけ，実際の現場をイメージしやすい動画教材

であったことがわかった．一方で，訓練コースごと

図 4 自由記述欄から見る共起ネットワーク 

表 2 特に参考になった動画教材の状況一覧 
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参考になる動画教材が多少違うこともわかった．ま

た，第 1 章「DX の加速化とデジタル技術の必要性」

は，受講している訓練コースを学ぶ上で，Society5.0
対応デジタルものづくり動画教材として，参考にな

った動画教材であった． 
(3) 今後は，アンケート調査項目として，業務に役立っ

たか，動画教材としての情報は，他の情報源として

有益であったか，関連分野について，さらに学習し

たいという意欲が高まったか，などの質問項目を踏

まえて，「受講者の反応」を評価する．また，試行運

用におけるオンラインによる動画教材配信等につ

いて検証等する必要がある． 
 
4. 動画教材の配信と広告運用の検証 
 

次に, デジタル技術を活用した職業能力開発を促進す

ることを目的として制作した動画教材の妥当性をより多

角的に検証するために，「受講者ニーズ」や「受講者の

反応」を広告運用から評価する．具体的には，試行運用

におけるオンラインによる動画教材配信の広告を通じた

利用促進の効果測定を実施した．まず，広告の検証と対

策について報告する．そして，広告の運用結果等につい

て考察する. 
 
4.1. 配信と広告の運用 

動画教材の配信するプラットフォームは，誰でも，ど

こでも，気軽に無料でオンライン学習ができる環境を整

備する必要がある．例えば，アカウント取得不要，修了

テスト不要，無償の既存プラットフォームおよび動画配

信サービスの利用などである．そこで，不特定多数の方

が利用し，無料で視聴できる既存の動画配信サイトであ

る YouTube をプラットフォームとし,チャンネル名「も

のトレＴＶ」を開設した．また，広告は，データプロバ

イダーとの協議の上，Google 広告のサービスを利活用

した．加えて，デバイス（スマートフォン，タブレッ

ト，ＰＣなど）の画面サイズに応じて自動的に最適化さ

れるようにデザインされた３つの広告を制作し，広告文

を同時に表示させる図 5 のような「レスポンシブディス

プレイ広告」[註 1]とした． 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 レスポンシブディスプレイ広告 

さらに，メディア戦略として，広告への関心を高める

KPI（重要業績評価指標）の指標を設定し，広告の運用

の効果的な展開を図った．具体的にはデータプロバイダ

ーの経験則を踏まえて YouTube チャンネル「ものトレ

ＴＶ」に，1 日 250 件訪れる数値を目安に，YouTube チ

ャンネル「ものトレＴＶ」へ遷移させる広告のクリック

数を 15,000 回以上（7,500 回/月以上）と KPI の指標を

設定した． 
なお，プレ公開は令和 5 年 1 月 10 日から 3 月 10 日の

2 か月とし，広告の配信期間は，これと同様とした． 
 
4.2. 広告の検証 

広告の検証については，1か月（1月10日から2月9日ま

で）後に広告画像のクリック数（「ものトレＴＶ」チャ

ンネルに遷移した数），表示回数，クリック率，視聴者

の属性（年齢，性別，地域（都道府県別））やターゲッ

トのセグメント（ユーザーの興味関心や行動データに基

づいてユーザーをまとめたリスト）等を分析し，広告の

効果測定を行い，対策を図った [8] ．とりわけ，配信タ

ーゲットは，主として，30歳から40歳代の在職者（製造

業，建築業等），経営者層，大学生，求職者（転職者含

む）とし，配信ターゲットのセグメントは，テクノロジ

ー，産業向けの関連商品，リフォーム，建築関連サービ

ス，起業，ビジネススクール，就職相談サービス，転職

などとした．なお，配信エリアは全国（都道府県），時

間帯は24時間とした． 
 

4.2.1. 効果測定（1 月 10 日から 2 月 9 日まで） 
オンラインによる動画教材配信の広告を通じた利用促

進の効果測定を目的として，広告の効果測定を行った．

結果は次の通りである．広告画像のクリック数は 7,588
回，表示回数 661,042 回，クリック率 1.15％であった．

年齢別クリック数は 25～34 歳までが全体の 39％，35～
44 歳までが 33％，45～54 歳までが 28％となり，25 歳～

44 歳までの壮年期の層が，全体の 72％を占める結果とな

った．性別のクリック数は男性 52％，女性 42％，不明 6％
となった．また，都道府県別クリック数は，東京都，大

阪府，北海道，神奈川県，愛知県と続く[註 2]． 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 6 配信ターゲット別クリック数割合 
 

配信ターゲット別クリック数は図 6 のように在職者が

51％（建築業が 33％，製造業が 18％），求職者が 31％，
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えられる． 
プロジェクト学習において，受講者同士のコミュニケ

ーションをオンライン会議システム等のオンライン中心

の授業形態に移行する教育実践が行われている[10]．プロ

ジェクト学習をオンライン中心の授業形態にすること

で，異なる場所にいる学生同士が協力しやすくなったり，

民間企業や NPO など従来授業に関わっていなかった人

と繋がったりすることで多様な成果物の創造に繋がる可

能性がある．一方で，全ての授業において対面でのコミ

ュニケーションを行うプロジェクト学習に比べるとオン

ラインを中心にしたプロジェクト学習では，受講者同士

の関係性が上手く構築されず，リーダーシップ開発が行

われない可能性がある． 
これまで，プロジェクト学習における対面授業とオン

デマンド授業を比較する研究[11]では，対面授業の比較対

象になるオンデマンド授業は授業前半となる一部をオン

ライン化しているが，全ての授業回をオンライン化して

いない． 
授業全体を通じてプロジェクト学習をオンライン化し

た教育実践と全ての授業回を対面で行う教育実践との教

育効果を比較し，オンライン中心の授業形態における課

題と能力習得の傾向を示すことで，プロジェクト学習の

授業デザインを拡張していくことの指針を提示すること

ができる． 
 

1.2. 本研究の授業形態と目的 

本研究のプロジェクト学習におけるオンライン学習の

形態を解説する．オンライン学習を進めるうえで，Web
会議システムと学習支援システムを取り入れた．Web 会

議システムは，インターネット環境を通じて遠隔地点に

いる相手とコミュニケーションを取れるシステムであ

り，本研究では授業が開講される時間帯に全ての受講者

は Web 会議システムにログインし，教員からの講義やグ

ループディスカッションなどを行った．また，プロジェ

クト学習の学習を支援するシステムとして，マイクロソ

フト社が提供している Teams（以下学習支援システム）

を利用し，プロジェクト学習の提出物の管理，授業に関

する情報提供，授業時間外のグループ活動をインターネ

ット上で実施した．本研究では，これらのシステムを利

用して 2 つの授業形態を構築した．全ての授業において

Web 会議システムと学習支援システムを取り入れる形態

（以下オンライン中心）である．オンライン中心の授業

形態では，教員と学習者，学習者同士が対面で合うこと

はなく，全てインターネット上で授業を実施する．もう

一つは，対面授業で参加し学習支援システムを取り入れ

る形態（以下対面中心）である．対面中心の授業形態で

は，教員と学習者，学習者同士が授業時に同じ教室に集

まり，授業時間内外で学習支援システムを利用する． 
本研究では，オンライン中心と対面中心のプロジェク

ト学習を実践したうえで，受講者からのインタビューか

らオンライン中心のプロジェクト学習における教育実践

上の課題を示し，授業の学習目標として掲げられている

リーダーシップ開発の評価についてオンライン中心と対

面中心を比較検討することを目的とする． 
  

2. 授業概要 
 
授業は都内の大学で開講され 1 年次から 4 年次の学生

が受講する選択科目「サービスラーニング」という科目

であり 2020 年〜2022 年の授業を対象とする．本授業で

は，地域に開かれた盆踊りを大学のキャンパス内で開催

するために類似する事例を調査し，イベントを開催する

ための広報手段，イベントの企画について理解を深める．

その後，盆踊りの準備・運営に関するグループに分かれ，

盆踊り開催に向けての準備を進める．盆踊り終了後には

グループごとに報告書を作成し，外部の参加者を交えて

報告会を開催する． 
本教育実践では到達目標の一部にプロジェクトを推進

していくためのリーダーシップ開発を行う．リーダーシ

ップ開発につながる授業内容としては，授業の第２回目

にリーダーシップの理論について講義を行い，盆踊り終

了後の第 13 回目の授業において盆踊りの準備・実施とい

った学習活動を踏まえて，自身のリーダーシップ開発の

状況を振り返るためにワークやディスカッションを取り

入れている． 
2020 年のオンライン中心の教育実践においては，第 1

回目の緊急事態宣言が発令され，例年対面でのイベント

を企画し実践する授業活動であったがオンラインを中心

とする授業形態に変更する必要が生じたことにより授業

を実施することになった． 
 表 1 に本研究の対象となるプロジェクト学習の形態と

授業の活動の違いと受講者数を記した．オンライン中心

の形態は 2020 年であり，全ての授業回において Web 会

議システムを取り入れ授業を実施授業時間外活動につい

ても Web 会議と学習支援システムを活用した．対面中

心の授業は 2021 年〜2022 年であり，全ての授業回にお

いて対面で授業を実施した．授業時間外活動については

対面での打ち合わせと情報共有の管理する学習支援シス

テムを活用した．本授業においては成果物として地域に

開かれた盆踊り（写真 1）を実施することになっている

が，2020 年は緊急事態宣言発令中のため Web 会議シス

テムを利用したオンライン盆踊りのイベントを実施した

（写真 2）． 
 
3. 調査概要  

 
3.1. 受講者修了者を対象にしたインタビュー 

 オンライン中心のプロジェクト学習と対面中心のプ

ロジェクト学習を比較し，オンライン中心のプロジェク

ト学習における教育実践上の課題を明らかにする．表 1
の授業に履修者や SA（スチューデント・アシスタン

ト）として関わった人物に対してインタビュー調査を実

施した．対象者は教育実践を実施した A 大学の修士課

程に在籍する B 氏である． 

ｰ 24 ｰ
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参考になる動画教材が多少違うこともわかった．ま

た，第 1 章「DX の加速化とデジタル技術の必要性」

は，受講している訓練コースを学ぶ上で，Society5.0
対応デジタルものづくり動画教材として，参考にな

った動画教材であった． 
(3) 今後は，アンケート調査項目として，業務に役立っ

たか，動画教材としての情報は，他の情報源として

有益であったか，関連分野について，さらに学習し

たいという意欲が高まったか，などの質問項目を踏

まえて，「受講者の反応」を評価する．また，試行運

用におけるオンラインによる動画教材配信等につ

いて検証等する必要がある． 
 
4. 動画教材の配信と広告運用の検証 
 

次に, デジタル技術を活用した職業能力開発を促進す

ることを目的として制作した動画教材の妥当性をより多

角的に検証するために，「受講者ニーズ」や「受講者の

反応」を広告運用から評価する．具体的には，試行運用

におけるオンラインによる動画教材配信の広告を通じた

利用促進の効果測定を実施した．まず，広告の検証と対

策について報告する．そして，広告の運用結果等につい

て考察する. 
 
4.1. 配信と広告の運用 

動画教材の配信するプラットフォームは，誰でも，ど

こでも，気軽に無料でオンライン学習ができる環境を整

備する必要がある．例えば，アカウント取得不要，修了

テスト不要，無償の既存プラットフォームおよび動画配

信サービスの利用などである．そこで，不特定多数の方

が利用し，無料で視聴できる既存の動画配信サイトであ

る YouTube をプラットフォームとし,チャンネル名「も

のトレＴＶ」を開設した．また，広告は，データプロバ

イダーとの協議の上，Google 広告のサービスを利活用

した．加えて，デバイス（スマートフォン，タブレッ

ト，ＰＣなど）の画面サイズに応じて自動的に最適化さ

れるようにデザインされた３つの広告を制作し，広告文

を同時に表示させる図 5 のような「レスポンシブディス

プレイ広告」[註 1]とした． 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 レスポンシブディスプレイ広告 

さらに，メディア戦略として，広告への関心を高める

KPI（重要業績評価指標）の指標を設定し，広告の運用

の効果的な展開を図った．具体的にはデータプロバイダ

ーの経験則を踏まえて YouTube チャンネル「ものトレ

ＴＶ」に，1 日 250 件訪れる数値を目安に，YouTube チ

ャンネル「ものトレＴＶ」へ遷移させる広告のクリック

数を 15,000 回以上（7,500 回/月以上）と KPI の指標を

設定した． 
なお，プレ公開は令和 5 年 1 月 10 日から 3 月 10 日の

2 か月とし，広告の配信期間は，これと同様とした． 
 
4.2. 広告の検証 

広告の検証については，1か月（1月10日から2月9日ま

で）後に広告画像のクリック数（「ものトレＴＶ」チャ

ンネルに遷移した数），表示回数，クリック率，視聴者

の属性（年齢，性別，地域（都道府県別））やターゲッ

トのセグメント（ユーザーの興味関心や行動データに基

づいてユーザーをまとめたリスト）等を分析し，広告の

効果測定を行い，対策を図った [8] ．とりわけ，配信タ

ーゲットは，主として，30歳から40歳代の在職者（製造

業，建築業等），経営者層，大学生，求職者（転職者含

む）とし，配信ターゲットのセグメントは，テクノロジ

ー，産業向けの関連商品，リフォーム，建築関連サービ

ス，起業，ビジネススクール，就職相談サービス，転職

などとした．なお，配信エリアは全国（都道府県），時

間帯は24時間とした． 
 

4.2.1. 効果測定（1 月 10 日から 2 月 9 日まで） 
オンラインによる動画教材配信の広告を通じた利用促

進の効果測定を目的として，広告の効果測定を行った．

結果は次の通りである．広告画像のクリック数は 7,588
回，表示回数 661,042 回，クリック率 1.15％であった．

年齢別クリック数は 25～34 歳までが全体の 39％，35～
44 歳までが 33％，45～54 歳までが 28％となり，25 歳～

44 歳までの壮年期の層が，全体の 72％を占める結果とな

った．性別のクリック数は男性 52％，女性 42％，不明 6％
となった．また，都道府県別クリック数は，東京都，大

阪府，北海道，神奈川県，愛知県と続く[註 2]． 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 6 配信ターゲット別クリック数割合 
 

配信ターゲット別クリック数は図 6 のように在職者が

51％（建築業が 33％，製造業が 18％），求職者が 31％，
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The purpose of this study is to demonstrate the challenges of online-centered class format in Project-Based Learning 
and to evaluate the acquisition of leadership-related competencies. We implemented both online-centered and face-
to-face project-based learning. The study consisted of interviews with the participant of these educational practices 
and a questionnaire survey before and after the classes were taken. As a result, the interview survey revealed that the 
online-centered class format had some issues, such as difficulty in grasping the progress of assignments when 
communication with other students was interrupted, compared to the face-to-face class format. In addition, it was 
shown that the relationships among students established in other face-to-face classes contributed to group activities. 
The results of the questionnaire survey showed that students tended to acquire leadership skills regardless of the class 
format, and that they tended to acquire the same level of leadership skills in the online-centered class format as in the 
face-to-face- format. 
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1. はじめに 
 

1.1. 背景 

高等教育機関においてリーダーシップなどの社会人と

して働くことを前提とした能力開発が普及している．リ

ーダーシップとは「職場やチームの目標を達成するため

に他のメンバーに及ぼす影響力」のことであり[1]，リーダ

ーシップ開発とは，職場やチームの目標を達成に繋がる

能力を獲得するプロセスと捉えることができる．企業が

リーダーシップ開発といった仕事に直接繋がる能力の必

要性を訴え始めた背景には，若手社員の早期戦力化があ

る．労働力人口の減少や事業スピードの高速化に伴い，

若手社員を長期的に育てる余裕が失われ始めている[2]，

このような傾向を踏まえて，経済産業省は社会人基礎力
[3]といった大学を卒業した時点で求められる能力観を提

示し，大学などの教育機関にカリキュラムを通じてチー

ムで働く力といった集団で働くうえで必要な能力として

取り上げている．厚生労働省が所管する職業能力開発総

合大学校総合課程の教育方針にも「ものづくり現場のリ

ーダーとなる能力」が必要だと記述されている[4]．ものづ

くりのスペシャリストになるだけでなく，チームのなか

でリーダーシップを発揮しながら生産現場全体を見渡せ

る人材を育成していくことを教育方針として示されてお

り，職業訓練指導員だけでなくものづくり現場で活躍す

るための能力開発に寄与するカリキュラム設計が行われ

ている． 
リーダーシップ開発に繋がる教育手法としてプロジェ

クト学習の手法がある．プロジェクト学習とは「実世界

に関する解決すべき複雑な問題や問い，仮説を，プロジ

ェクトとして解決・検証していく学習のことである．学

生の自己主導型の学習デザイン，教師のファシリテーシ

ョンのもと，問題や問い，仮説などの立て方，問題解決

に関する思考や協働学習等の能力や態度を身につける．」
[5]とされており，実世界に関する課題解決に繋がるプロ

ジェクトをチームで遂行する手法である．これまで，プ

ロジェクト学習は成果物の創造を通じて，「他者との協

働」「自律性」「社会的態度」「リテラシー」「ICT 利活用」

のスキル習得に繋がると報告されている[6]が， リーダー

シップ開発を目的にしたプロジェクト学習の教育実践も

複数報告されており[7] [8]，これらの関連する取り組みは

体系的に整理されている[9]．リーダーシップ開発を目的

にしたプロジェクト学習においては，グループ内におけ

るコミュニケーションや意思決定といった成果物の創造

に向けた学習活動がリーダーシップ開発につながる行動

と一致しており，プロジェクト学習における学習活動に

よって受講者のリーダーシップ開発に寄与していると考

論文 
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間，平均視聴時間，コンテンツへのエンゲージメントな

ど，YouTube アナリティクスのツールによる分析を進め

る必要があると考える． 
 
4.4. 考察 
以上の検証を通じた広告の運用結果を整理すると，以

下のような考察ができる． 
(1) 広告の効果測定を踏まえ，効率的なセグメント対

策を実施した結果，KPI 指標は設定値を上回り，

目標値を達成できたこと． 
(2) 配信ターゲット別の広告画像のクリック数では，

在職者が全体の 51％（製造業 18％，建築業 33％），

求職者が 31％を占め，合計で 82％となり，想定

した対象者に確実に届けられたことがわかった．

一方で，経営者層は 7％，大学生は 2％にとどま

り，ターゲットのバランスには課題が残る結果と

なった． 
(3) 視聴対象者（受講者）の範囲は，全国の都道府県

にわたることが確認できたこと． 
(4) YouTube アナリティクスのツールを利活用し，コ

ンテンツへのエンゲージメントを測定するなど，

より詳細な分析を行う必要があること． 
(5) 広告の継続性という観点から情報発信のあり方

やDX動画教材コンテンツの充実に向けた検討を

行う必要があると考えること． 
 
5. まとめ 
 
5.1. オンラインによる DX 動画教材の制作 
本稿では動画教材を制作するプロセス（過程）におい

て，アンケート調査を行い，動画教材の妥当性を検証し

た．つまり，動画教材は，リスキリングの一環として利

活用できるかである．結果，訓練タイプや性別，年齢に

関わらず，だれでも，リスキリングの一環として利活用

できることを確認した．さらに，この DX 動画教材は実

際のものづくり現場をイメージしやすい動画教材であっ

たことがわかった．その後，試行運用期間（1 月 10 日か

ら 2 月 9 日まで）におけるオンラインによる動画教材配

信の広告の効果測定を行い検証した．その結果，非効率

なセグメントは外し，効率的なセグメント対策を図った．

そして，2 月 10 日から 3 月 10 日までの 1 か月間の KPI
指標をさらに高めることとした．結果，広告の配信期間

（1 月 10 日から 3 月 10 日まで）の KPI 指標は設定値を

上回り，目標値を達成できた．さらに,広告の運用状況を

調べた．その結果，配信ターゲット別の広告画像のクリ

ック数では，在職者が全体の 51％（製造業 18％，建築業

33％），求職者が 31％を占め，合計で 82％となり，想定

した対象者に確実に届けることができた．一方で，経営

者層は 7％，大学生は 2％にとどまり，ターゲットのバラ

ンスには課題が残る結果となった．また，視聴対象者（受

講者）の範囲は，全国の都道府県にわたることが確認で

きた． 

 
5.2. 今後の課題 
オンラインによる DX 動画教材の広告運用については，

ターゲットとセグメントを考慮し，インタビューやアン

ケートを活用して具体的なペルソナ設定を行うことが重

要である．今後はペルソナ設定を模索する必要があり，

多様化するライフスタイルに対応するため，オンライン

によるリカレント教育用 DX 動画教材の広報展開をより

積極的に検討する．また，YouTube アナリティクスのツ

ールを利活用し，コンテンツへのエンゲージメントを測

定するなど，より詳細な分析を行う必要があると考えて

いる． 
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註 
［註 1］レスポンシブディスプレイ広告は，サムネイル（画像），

タイトル，説明文の 3 つの素材で構成され，システムがこれら

の素材を自動的に選択して配信する．サムネイルについては，3

種類の動画教材ごとに 1 種類ずつ制作した．また，タイトルと

説明文は，各５種類を用意した．例えば，Society5.0 の実現に対

応したデジタル技術を活用したものづくりの動画教材の場合：

（タイトル）①ものづくりに関わるなら必見，②いつでも気軽

に学べる無料動画，③「DX」って知っていますか？，④デジタ

ル化が必要な皆さんへ，⑤DX 導入で作業効率をアップ．（説明

文）①デジタル技術を活用したものづくりについて無料動画で

学べます．②最新技術の活用方法から導入方法まで分かりやす

く解説します．③【DX で生産効率向上】「ものづくりの現場と

DX 導入について」動画でわかりやすく解説します．④【ものづ

くり×DX】デジタル化で作業効率をグッと上げられる方法を無

料動画で解説しています．⑤「DX のことよく分からない」で導

入しないのはもったいない！まずは知ることから始めませんか．

とした． 

［註 2］都道府県別クリック数（単位：件）：東京都 2,676，大阪

府 1,276，北海道 888，愛知県 753，神奈川県 714，千葉県

603，埼玉県 595，兵庫県 573，福岡県 549，静岡県 384，新潟県

357，広島県 334，京都府 316，茨城県 281，栃木県 264，三重県

246，長野県 236，愛媛県 229，岐阜県 229，宮城県 220，岩手県

214，福島県 202，青森県 200，岡山県 199，群馬県 193，奈良県

164，山口県 159，鹿児島県 151，山形県 149，滋賀県 144，沖縄

県 140，山梨県 133，大分県 132，富山県 132，長崎県 128，島根

県 128，熊本県 127，和歌山県 123，石川県 119，香川県 114，秋

田県 102，福井県 98，宮崎県 94，徳島県 91，佐賀県 80，高知県

66，鳥取県 54． 

［註 3］YouTube「ものトレＴＶ」チャンネルに掲載された 29

本の動画教材の状況に関する視聴回数，総再生時間，平均視聴

時間（単位：回，時間，分:秒）〇（デジタル技術を活用した

ものづくりの動画教材）10 本【①DX の加速化とデジタル技術

の必要性】3,056，54.2，1:03【②センシングによる予知保全】
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経営者層が 7％，大学生が 2％となった． 
 

4.2.2. 検証 
この効果測定を踏まえて，動画教材配信広告の利用促

進を検証して見たい．まず，視聴対象者は，25 歳から 44
歳までの壮年期層が全体の 72％を占めた．また，在職者

（製造業，建築業）と求職者とを合わせると 82％となり，

想定した対象者に，確実に届けることができた．また，

都道府県別では東京都が少し突出しているが，視聴対象

者の範囲は，全国の都道府県に動画教材を届けることが

できた．さらに，1 ヵ月の広告画像のクリック数は 7,588
回と KPI 指標 7,500 回より，88 回も上回り KPI 指標を達

成した．加えてクリック率は 1.0％以上の 1.15％と業界の

経験則である配信実績から概ね順調に推移した． 
 
4.2.3. 対策 

この検証結果から，表 3 に示すように，広告画像のク

リック数，つまり，「ものトレＴＶ」チャンネルに遷移

する効率的なセグメント対策として，クリック数が 70 回

以下，かつ，クリック率 0.9％以下の非効率なセグメント

を外し，効率を高めた．具体的には，次の 2 点を行った． 
(1)配信ターゲット「大学生」のセグメントで，「大学卒」

「大学卒の卒業予定」「IT 技術系の求人情報」「行政機

関の求人情報」の 4 つのセグメントを外した． 
(2)さらに，配信ターゲット「求職者」のセグメントで，

「転職」の「最近転職した」のセグメントを外した． 
以上，5 個のセグメントを外した． 
つまり，これまでの 18 個のセグメントから 13 個のセ

グメントに絞り込み，効率的なセグメント対策を行い，

2 月 10 から 3 月 10 日までの KPI 指標を高めることとし

た． 
 

表 3 セグメント別クリック数とクリック率 

 
4.3. 広告の結果 

広告の配信期間（令和 5 年１月 10 日から 3 月 10 日ま

で）における結果は，表 4 のとおり, YouTube チャンネル

「ものトレＴＶ」へ遷移させる広告のクリック数 15,429
回，表示回数 1,110,057 回，クリック率 1.39％であった．

また,年齢別のクリック数では 25 歳から 34 歳が全体の約

47％を占め，クリック率は 1.44％と全体値より 0.05 ポイ

ント高いことが判明した.さらに,女性のクリック率は

1.51％と全体値より 0.12 ポイント高いことがわかった. 

表 4 広告運用結果 

4.3.1. KPI 指標 
KPI 指標は，YouTube チャンネル「ものトレＴＶ」へ遷

移させる広告画像のクリック数のみ設定した．結果，広

告画像のクリック数は KPI 指標 15,000 回より，429 回も

上回り，KPI 指標を達成した．とりわけ，クリック率

（1.39％）は，1 か月前の測定結果と比して，0.24 ポイン

ト増の 1.2 倍となった． 
 
4.3.2. YouTube「ものトレ TV」の状況 

YouTube「ものトレ TV」チャンネルに掲載された 29 本

の動画教材の状況は[註 3]，表 5 に示されているとおりであ

る．29 本の動画教材の視聴回数については，KPI 指標は

設定していないものの，視聴回数 8,265 回，総再生時間

は 289.5 時間となった．また，コンテンツ別の視聴回数

を見てみると，「DX の加速化とデジタル技術の必要性」，

3,056 回，「マイクロメータを使いこなす！～外側編～」

1,040 回，「ダイヤルゲージを使いこなす！」991 回の順

となった．加えて，動画教材を見るためのデバイスのタ

イプでは，パソコン 4,847 件（58.6％），携帯電話 2,680 件

（32.4％），タブレット 397 件（4.8％），テレビ 335 件

（4.1％）の順となった． 
 
表 5 YouTube「ものトレＴＶ」チャンネルの状況 

 
また一方，YouTube「ものトレＴＶ」チャンネル登録数

は，広告運用を開始した令和 5 年 1 月 10 日から右上り

に増加し，372 人となった． 
このように，チャンネルの人気度を示す指標からも，

より多くの人がチャンネルを視聴し，配信実績から概ね

順調に推移したと言える．一方，YouTube「ものトレＴＶ」

チャンネルの動画教材に関しては，視聴回数，総再生時
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えられる． 
プロジェクト学習において，受講者同士のコミュニケ

ーションをオンライン会議システム等のオンライン中心

の授業形態に移行する教育実践が行われている[10]．プロ

ジェクト学習をオンライン中心の授業形態にすること

で，異なる場所にいる学生同士が協力しやすくなったり，

民間企業や NPO など従来授業に関わっていなかった人

と繋がったりすることで多様な成果物の創造に繋がる可

能性がある．一方で，全ての授業において対面でのコミ

ュニケーションを行うプロジェクト学習に比べるとオン

ラインを中心にしたプロジェクト学習では，受講者同士

の関係性が上手く構築されず，リーダーシップ開発が行

われない可能性がある． 
これまで，プロジェクト学習における対面授業とオン

デマンド授業を比較する研究[11]では，対面授業の比較対

象になるオンデマンド授業は授業前半となる一部をオン

ライン化しているが，全ての授業回をオンライン化して

いない． 
授業全体を通じてプロジェクト学習をオンライン化し

た教育実践と全ての授業回を対面で行う教育実践との教

育効果を比較し，オンライン中心の授業形態における課

題と能力習得の傾向を示すことで，プロジェクト学習の

授業デザインを拡張していくことの指針を提示すること

ができる． 
 

1.2. 本研究の授業形態と目的 

本研究のプロジェクト学習におけるオンライン学習の

形態を解説する．オンライン学習を進めるうえで，Web
会議システムと学習支援システムを取り入れた．Web 会

議システムは，インターネット環境を通じて遠隔地点に

いる相手とコミュニケーションを取れるシステムであ

り，本研究では授業が開講される時間帯に全ての受講者

は Web 会議システムにログインし，教員からの講義やグ

ループディスカッションなどを行った．また，プロジェ

クト学習の学習を支援するシステムとして，マイクロソ

フト社が提供している Teams（以下学習支援システム）

を利用し，プロジェクト学習の提出物の管理，授業に関

する情報提供，授業時間外のグループ活動をインターネ

ット上で実施した．本研究では，これらのシステムを利

用して 2 つの授業形態を構築した．全ての授業において

Web 会議システムと学習支援システムを取り入れる形態

（以下オンライン中心）である．オンライン中心の授業

形態では，教員と学習者，学習者同士が対面で合うこと

はなく，全てインターネット上で授業を実施する．もう

一つは，対面授業で参加し学習支援システムを取り入れ

る形態（以下対面中心）である．対面中心の授業形態で

は，教員と学習者，学習者同士が授業時に同じ教室に集

まり，授業時間内外で学習支援システムを利用する． 
本研究では，オンライン中心と対面中心のプロジェク

ト学習を実践したうえで，受講者からのインタビューか

らオンライン中心のプロジェクト学習における教育実践

上の課題を示し，授業の学習目標として掲げられている

リーダーシップ開発の評価についてオンライン中心と対

面中心を比較検討することを目的とする． 
  

2. 授業概要 
 
授業は都内の大学で開講され 1 年次から 4 年次の学生

が受講する選択科目「サービスラーニング」という科目

であり 2020 年〜2022 年の授業を対象とする．本授業で

は，地域に開かれた盆踊りを大学のキャンパス内で開催

するために類似する事例を調査し，イベントを開催する

ための広報手段，イベントの企画について理解を深める．

その後，盆踊りの準備・運営に関するグループに分かれ，

盆踊り開催に向けての準備を進める．盆踊り終了後には

グループごとに報告書を作成し，外部の参加者を交えて

報告会を開催する． 
本教育実践では到達目標の一部にプロジェクトを推進

していくためのリーダーシップ開発を行う．リーダーシ

ップ開発につながる授業内容としては，授業の第２回目

にリーダーシップの理論について講義を行い，盆踊り終

了後の第 13 回目の授業において盆踊りの準備・実施とい

った学習活動を踏まえて，自身のリーダーシップ開発の

状況を振り返るためにワークやディスカッションを取り

入れている． 
2020 年のオンライン中心の教育実践においては，第 1

回目の緊急事態宣言が発令され，例年対面でのイベント

を企画し実践する授業活動であったがオンラインを中心

とする授業形態に変更する必要が生じたことにより授業

を実施することになった． 
 表 1 に本研究の対象となるプロジェクト学習の形態と

授業の活動の違いと受講者数を記した．オンライン中心

の形態は 2020 年であり，全ての授業回において Web 会

議システムを取り入れ授業を実施授業時間外活動につい

ても Web 会議と学習支援システムを活用した．対面中

心の授業は 2021 年〜2022 年であり，全ての授業回にお

いて対面で授業を実施した．授業時間外活動については

対面での打ち合わせと情報共有の管理する学習支援シス

テムを活用した．本授業においては成果物として地域に

開かれた盆踊り（写真 1）を実施することになっている

が，2020 年は緊急事態宣言発令中のため Web 会議シス

テムを利用したオンライン盆踊りのイベントを実施した

（写真 2）． 
 
3. 調査概要  

 
3.1. 受講者修了者を対象にしたインタビュー 

 オンライン中心のプロジェクト学習と対面中心のプ

ロジェクト学習を比較し，オンライン中心のプロジェク

ト学習における教育実践上の課題を明らかにする．表 1
の授業に履修者や SA（スチューデント・アシスタン

ト）として関わった人物に対してインタビュー調査を実

施した．対象者は教育実践を実施した A 大学の修士課

程に在籍する B 氏である． 

ｰ 26 ｰ



技能科学研究，41 巻，1号 2024 

- 27 - 

間，平均視聴時間，コンテンツへのエンゲージメントな

ど，YouTube アナリティクスのツールによる分析を進め

る必要があると考える． 
 
4.4. 考察 
以上の検証を通じた広告の運用結果を整理すると，以

下のような考察ができる． 
(1) 広告の効果測定を踏まえ，効率的なセグメント対

策を実施した結果，KPI 指標は設定値を上回り，

目標値を達成できたこと． 
(2) 配信ターゲット別の広告画像のクリック数では，

在職者が全体の 51％（製造業 18％，建築業 33％），

求職者が 31％を占め，合計で 82％となり，想定

した対象者に確実に届けられたことがわかった．

一方で，経営者層は 7％，大学生は 2％にとどま

り，ターゲットのバランスには課題が残る結果と

なった． 
(3) 視聴対象者（受講者）の範囲は，全国の都道府県

にわたることが確認できたこと． 
(4) YouTube アナリティクスのツールを利活用し，コ

ンテンツへのエンゲージメントを測定するなど，

より詳細な分析を行う必要があること． 
(5) 広告の継続性という観点から情報発信のあり方

やDX動画教材コンテンツの充実に向けた検討を

行う必要があると考えること． 
 
5. まとめ 
 
5.1. オンラインによる DX 動画教材の制作 
本稿では動画教材を制作するプロセス（過程）におい

て，アンケート調査を行い，動画教材の妥当性を検証し

た．つまり，動画教材は，リスキリングの一環として利

活用できるかである．結果，訓練タイプや性別，年齢に

関わらず，だれでも，リスキリングの一環として利活用

できることを確認した．さらに，この DX 動画教材は実

際のものづくり現場をイメージしやすい動画教材であっ

たことがわかった．その後，試行運用期間（1 月 10 日か

ら 2 月 9 日まで）におけるオンラインによる動画教材配

信の広告の効果測定を行い検証した．その結果，非効率

なセグメントは外し，効率的なセグメント対策を図った．

そして，2 月 10 日から 3 月 10 日までの 1 か月間の KPI
指標をさらに高めることとした．結果，広告の配信期間

（1 月 10 日から 3 月 10 日まで）の KPI 指標は設定値を

上回り，目標値を達成できた．さらに,広告の運用状況を

調べた．その結果，配信ターゲット別の広告画像のクリ

ック数では，在職者が全体の 51％（製造業 18％，建築業

33％），求職者が 31％を占め，合計で 82％となり，想定

した対象者に確実に届けることができた．一方で，経営

者層は 7％，大学生は 2％にとどまり，ターゲットのバラ

ンスには課題が残る結果となった．また，視聴対象者（受

講者）の範囲は，全国の都道府県にわたることが確認で

きた． 

 
5.2. 今後の課題 
オンラインによる DX 動画教材の広告運用については，

ターゲットとセグメントを考慮し，インタビューやアン

ケートを活用して具体的なペルソナ設定を行うことが重

要である．今後はペルソナ設定を模索する必要があり，

多様化するライフスタイルに対応するため，オンライン

によるリカレント教育用 DX 動画教材の広報展開をより

積極的に検討する．また，YouTube アナリティクスのツ

ールを利活用し，コンテンツへのエンゲージメントを測

定するなど，より詳細な分析を行う必要があると考えて

いる． 
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註 
［註 1］レスポンシブディスプレイ広告は，サムネイル（画像），

タイトル，説明文の 3 つの素材で構成され，システムがこれら

の素材を自動的に選択して配信する．サムネイルについては，3

種類の動画教材ごとに 1 種類ずつ制作した．また，タイトルと

説明文は，各５種類を用意した．例えば，Society5.0 の実現に対

応したデジタル技術を活用したものづくりの動画教材の場合：

（タイトル）①ものづくりに関わるなら必見，②いつでも気軽

に学べる無料動画，③「DX」って知っていますか？，④デジタ

ル化が必要な皆さんへ，⑤DX 導入で作業効率をアップ．（説明

文）①デジタル技術を活用したものづくりについて無料動画で

学べます．②最新技術の活用方法から導入方法まで分かりやす

く解説します．③【DX で生産効率向上】「ものづくりの現場と

DX 導入について」動画でわかりやすく解説します．④【ものづ

くり×DX】デジタル化で作業効率をグッと上げられる方法を無

料動画で解説しています．⑤「DX のことよく分からない」で導

入しないのはもったいない！まずは知ることから始めませんか．

とした． 

［註 2］都道府県別クリック数（単位：件）：東京都 2,676，大阪

府 1,276，北海道 888，愛知県 753，神奈川県 714，千葉県

603，埼玉県 595，兵庫県 573，福岡県 549，静岡県 384，新潟県

357，広島県 334，京都府 316，茨城県 281，栃木県 264，三重県

246，長野県 236，愛媛県 229，岐阜県 229，宮城県 220，岩手県

214，福島県 202，青森県 200，岡山県 199，群馬県 193，奈良県

164，山口県 159，鹿児島県 151，山形県 149，滋賀県 144，沖縄

県 140，山梨県 133，大分県 132，富山県 132，長崎県 128，島根

県 128，熊本県 127，和歌山県 123，石川県 119，香川県 114，秋

田県 102，福井県 98，宮崎県 94，徳島県 91，佐賀県 80，高知県

66，鳥取県 54． 

［註 3］YouTube「ものトレＴＶ」チャンネルに掲載された 29

本の動画教材の状況に関する視聴回数，総再生時間，平均視聴

時間（単位：回，時間，分:秒）〇（デジタル技術を活用した

ものづくりの動画教材）10 本【①DX の加速化とデジタル技術

の必要性】3,056，54.2，1:03【②センシングによる予知保全】
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Evaluation of Leadership Development in Project-Based Learning with an 
Online-Centered Classroom 
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The purpose of this study is to demonstrate the challenges of online-centered class format in Project-Based Learning 
and to evaluate the acquisition of leadership-related competencies. We implemented both online-centered and face-
to-face project-based learning. The study consisted of interviews with the participant of these educational practices 
and a questionnaire survey before and after the classes were taken. As a result, the interview survey revealed that the 
online-centered class format had some issues, such as difficulty in grasping the progress of assignments when 
communication with other students was interrupted, compared to the face-to-face class format. In addition, it was 
shown that the relationships among students established in other face-to-face classes contributed to group activities. 
The results of the questionnaire survey showed that students tended to acquire leadership skills regardless of the class 
format, and that they tended to acquire the same level of leadership skills in the online-centered class format as in the 
face-to-face- format. 
Keywords: Leadership Development, Project-Based Learning, Online Learning, Service Learning 

 

 

1. はじめに 
 

1.1. 背景 

高等教育機関においてリーダーシップなどの社会人と

して働くことを前提とした能力開発が普及している．リ

ーダーシップとは「職場やチームの目標を達成するため

に他のメンバーに及ぼす影響力」のことであり[1]，リーダ

ーシップ開発とは，職場やチームの目標を達成に繋がる

能力を獲得するプロセスと捉えることができる．企業が

リーダーシップ開発といった仕事に直接繋がる能力の必

要性を訴え始めた背景には，若手社員の早期戦力化があ

る．労働力人口の減少や事業スピードの高速化に伴い，

若手社員を長期的に育てる余裕が失われ始めている[2]，

このような傾向を踏まえて，経済産業省は社会人基礎力
[3]といった大学を卒業した時点で求められる能力観を提

示し，大学などの教育機関にカリキュラムを通じてチー

ムで働く力といった集団で働くうえで必要な能力として

取り上げている．厚生労働省が所管する職業能力開発総

合大学校総合課程の教育方針にも「ものづくり現場のリ

ーダーとなる能力」が必要だと記述されている[4]．ものづ

くりのスペシャリストになるだけでなく，チームのなか

でリーダーシップを発揮しながら生産現場全体を見渡せ

る人材を育成していくことを教育方針として示されてお

り，職業訓練指導員だけでなくものづくり現場で活躍す

るための能力開発に寄与するカリキュラム設計が行われ

ている． 
リーダーシップ開発に繋がる教育手法としてプロジェ

クト学習の手法がある．プロジェクト学習とは「実世界

に関する解決すべき複雑な問題や問い，仮説を，プロジ

ェクトとして解決・検証していく学習のことである．学

生の自己主導型の学習デザイン，教師のファシリテーシ

ョンのもと，問題や問い，仮説などの立て方，問題解決

に関する思考や協働学習等の能力や態度を身につける．」
[5]とされており，実世界に関する課題解決に繋がるプロ

ジェクトをチームで遂行する手法である．これまで，プ

ロジェクト学習は成果物の創造を通じて，「他者との協

働」「自律性」「社会的態度」「リテラシー」「ICT 利活用」

のスキル習得に繋がると報告されている[6]が， リーダー

シップ開発を目的にしたプロジェクト学習の教育実践も

複数報告されており[7] [8]，これらの関連する取り組みは

体系的に整理されている[9]．リーダーシップ開発を目的

にしたプロジェクト学習においては，グループ内におけ

るコミュニケーションや意思決定といった成果物の創造

に向けた学習活動がリーダーシップ開発につながる行動

と一致しており，プロジェクト学習における学習活動に

よって受講者のリーダーシップ開発に寄与していると考

論文 
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126，4.5，2:09【③画像処理による品質検査の均質化】131，

5.6，2:33【④センシングによる生産工程の効率化】80,3.8,2:53

【⑤工場間ネットワーク環境の整備（デジタル化に向けたイン

フラ整備）】99，4.4，2:39【⑥問題の分析,発見,抽出（協働ロボ

ット導入における目標・効果）】65，4.4，4:04【⑦工程の改善

・じならし】76，4.1，3:14【⑧工程の設計】97，3.1，1:54【⑨

安全】59，2.6，2:35【⑩必要となる項目（導入の際に必要な物、

具体的な導入段階）】60，2.1，2:08〇（生産性向上支援訓練に関す

る動画教材）11 本【①ものづくりの仕事の流れ】121，2.9，1:24

【②ものづくりの基本用語】20，0.8，2:31【③ものづくりに関

する業務改善】73，3.2，2:38【④生産活動の基本】18，0.3，

1:04【⑤生産現場の問題】79，2.9，2:10【⑥生産現場の改善】10，

0.2，1:21【⑦企業経営の基本】40，1.1，1:43【⑧現場力向上と私

たちの責務】13，0.5，2:25【⑨フォロワーシップ】43，1.7，

2:23【⑩業務を改善する目的と成果】64，3.9，3:39【⑪業務改

善手法】83，2.0，1:24〇（e-ラーニング教材を利活用した動画

教材）【①ノギスを使いこなす！】464，20.5，2:38【②マイク

ロメータを使いこなす！～外側編～】1,040，56.2，3:14【③マ

イクロメータを使いこなす！～内側編～】269，11.0，2:26【④

マイクロメータを使いこなす！～デプス（深さ）編～】 178，

6.4，2:29【⑤ダイヤルゲージを使いこなす！】991，42.2，2:33

【⑥シリンダゲージを使いこなす！】408，16.3，2:24【⑦旋盤

技術のスキルアップ講座！】209，7.3，2:05【⑧三角関数から

学ぶ超音波探傷の基礎講座】293，21.3，4:21． 
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えられる． 
プロジェクト学習において，受講者同士のコミュニケ

ーションをオンライン会議システム等のオンライン中心

の授業形態に移行する教育実践が行われている[10]．プロ

ジェクト学習をオンライン中心の授業形態にすること

で，異なる場所にいる学生同士が協力しやすくなったり，

民間企業や NPO など従来授業に関わっていなかった人

と繋がったりすることで多様な成果物の創造に繋がる可

能性がある．一方で，全ての授業において対面でのコミ

ュニケーションを行うプロジェクト学習に比べるとオン

ラインを中心にしたプロジェクト学習では，受講者同士

の関係性が上手く構築されず，リーダーシップ開発が行

われない可能性がある． 
これまで，プロジェクト学習における対面授業とオン

デマンド授業を比較する研究[11]では，対面授業の比較対

象になるオンデマンド授業は授業前半となる一部をオン

ライン化しているが，全ての授業回をオンライン化して

いない． 
授業全体を通じてプロジェクト学習をオンライン化し

た教育実践と全ての授業回を対面で行う教育実践との教

育効果を比較し，オンライン中心の授業形態における課

題と能力習得の傾向を示すことで，プロジェクト学習の

授業デザインを拡張していくことの指針を提示すること

ができる． 
 

1.2. 本研究の授業形態と目的 

本研究のプロジェクト学習におけるオンライン学習の

形態を解説する．オンライン学習を進めるうえで，Web
会議システムと学習支援システムを取り入れた．Web 会

議システムは，インターネット環境を通じて遠隔地点に

いる相手とコミュニケーションを取れるシステムであ

り，本研究では授業が開講される時間帯に全ての受講者

は Web 会議システムにログインし，教員からの講義やグ

ループディスカッションなどを行った．また，プロジェ

クト学習の学習を支援するシステムとして，マイクロソ

フト社が提供している Teams（以下学習支援システム）

を利用し，プロジェクト学習の提出物の管理，授業に関

する情報提供，授業時間外のグループ活動をインターネ

ット上で実施した．本研究では，これらのシステムを利

用して 2 つの授業形態を構築した．全ての授業において

Web 会議システムと学習支援システムを取り入れる形態

（以下オンライン中心）である．オンライン中心の授業

形態では，教員と学習者，学習者同士が対面で合うこと

はなく，全てインターネット上で授業を実施する．もう

一つは，対面授業で参加し学習支援システムを取り入れ

る形態（以下対面中心）である．対面中心の授業形態で

は，教員と学習者，学習者同士が授業時に同じ教室に集

まり，授業時間内外で学習支援システムを利用する． 
本研究では，オンライン中心と対面中心のプロジェク

ト学習を実践したうえで，受講者からのインタビューか

らオンライン中心のプロジェクト学習における教育実践

上の課題を示し，授業の学習目標として掲げられている

リーダーシップ開発の評価についてオンライン中心と対

面中心を比較検討することを目的とする． 
  

2. 授業概要 
 
授業は都内の大学で開講され 1 年次から 4 年次の学生

が受講する選択科目「サービスラーニング」という科目

であり 2020 年〜2022 年の授業を対象とする．本授業で

は，地域に開かれた盆踊りを大学のキャンパス内で開催

するために類似する事例を調査し，イベントを開催する

ための広報手段，イベントの企画について理解を深める．

その後，盆踊りの準備・運営に関するグループに分かれ，

盆踊り開催に向けての準備を進める．盆踊り終了後には

グループごとに報告書を作成し，外部の参加者を交えて

報告会を開催する． 
本教育実践では到達目標の一部にプロジェクトを推進

していくためのリーダーシップ開発を行う．リーダーシ

ップ開発につながる授業内容としては，授業の第２回目

にリーダーシップの理論について講義を行い，盆踊り終

了後の第 13 回目の授業において盆踊りの準備・実施とい

った学習活動を踏まえて，自身のリーダーシップ開発の

状況を振り返るためにワークやディスカッションを取り

入れている． 
2020 年のオンライン中心の教育実践においては，第 1

回目の緊急事態宣言が発令され，例年対面でのイベント

を企画し実践する授業活動であったがオンラインを中心

とする授業形態に変更する必要が生じたことにより授業

を実施することになった． 
 表 1 に本研究の対象となるプロジェクト学習の形態と

授業の活動の違いと受講者数を記した．オンライン中心

の形態は 2020 年であり，全ての授業回において Web 会

議システムを取り入れ授業を実施授業時間外活動につい

ても Web 会議と学習支援システムを活用した．対面中

心の授業は 2021 年〜2022 年であり，全ての授業回にお

いて対面で授業を実施した．授業時間外活動については

対面での打ち合わせと情報共有の管理する学習支援シス

テムを活用した．本授業においては成果物として地域に

開かれた盆踊り（写真 1）を実施することになっている

が，2020 年は緊急事態宣言発令中のため Web 会議シス

テムを利用したオンライン盆踊りのイベントを実施した

（写真 2）． 
 
3. 調査概要  

 
3.1. 受講者修了者を対象にしたインタビュー 

 オンライン中心のプロジェクト学習と対面中心のプ

ロジェクト学習を比較し，オンライン中心のプロジェク

ト学習における教育実践上の課題を明らかにする．表 1
の授業に履修者や SA（スチューデント・アシスタン

ト）として関わった人物に対してインタビュー調査を実

施した．対象者は教育実践を実施した A 大学の修士課

程に在籍する B 氏である． 

ｰ 28 ｰ


